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日本地質学会関東支部主催サイエンスカフェの実施報告
Report on the science café sponsored by the Kanto Branch, Geological Society of Japan
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2004年に国内で初めて実施されてから，これまで数多くのサイエンスカフェが日本各地で開催され，日本型の
サイエンスカフェとして定着してきた（渡辺2012）．開催が少なかった地球科学に関するテーマを扱ったサイ
エンスカフェも，最近ではほぼ毎月行われている． 
日本型サイエンスカフェと一般的な講演会との違いは，イベントの敷居を下げて話に参加させやすくする，い
わゆる双方向性を重視した工夫をしていることに加えて，テーマの啓蒙的効果を狙っていることが挙げられ
る．具体的には，最初から専門的な用語を極力避ける，ゲストの話しの途中でも質問を受け付ける，参加者と
ゲストの間を取り持つファシリテータを置くことが挙げられる．こうした特徴から，サイエンスカフェは最先
端科学を扱った話題におけるいわゆる0 to 1の役割を担う場として，また新しい成果の一般向け公表の場や科
学者自身の社会との交流の場として，そして最近ではアクティブラーニングの場としても利用されてきてい
る． 
こうした背景をもとに2015年10月，日本地質学会関東支部が主催となり，国立科学博物館SCA（サイエンスコ
ミュニケータ・アソシエーション）が後援となって下高井戸において，都市災害（特に火山）をテーマに主に
30～40代の世代を対象としたサイエンスカフェを開催した．参加者は28人（定員30人）であった．首都圏での
開催ということで，予め話題を絞り，アクセスの良い開催場所の選定も功を奏し，概ね好評であった． 
本サイエンスカフェの開催より，学会が主体となりアウトリーチイベントとしてサイエンスカフェを行うこと
で，研究者にとっても参加しやすく，実績として残りやすいイベントとなり，ファシリテーションを実践的に
学んだファシリテータの協力があれば，トップダウン式講演会になりがちなサイエンスカフェの質も保つこと
ができると考えられた．今後継続してサイエンスカフェを行って行くことで，参加者にとっての生涯学習イベ
ントとしても貢献していけるものと考えられる．
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ふるさと講座“オンネニクルの森を歩こう”実施報告
Home lecture "Let's walk through the On'nenikuru forest" implementation report
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2015年秋に北海道東部根室海峡沿岸の野付半島周辺の科研費調査実施にあわせて，野付半島ネイチャークラブ
主催の擦文時代の生活跡など遺跡からみた地形・地質をテーマに「オンニクルの森を歩こう」というジオツ
アーについて実施状況を報告する。 
1. 野付半島の地形・地質と擦文時代の生活跡 
野付半島は知床半島と根室半島の中間に位置し，沿岸流により運ばれた砂礫が長年にわたって堆積して作られ
た全長約28 km の本邦最大の分岐砂嘴（バリアー）である。野付半島は1962年12月に野付風連道立自然公園に
指定されており、半島の中央部にあるオンネニクルには樹齢数100 年の森林が存在し，ここでは，今から1000
年程前の擦文時代の竪穴式住居跡やアイヌ人によって築かれたチャシ跡が数多く発見されている． 
２．オンネニクルの森ジオツアーの実施内容 
10月18日ツアー当日は朝から快晴で朝10時に野付半島ネイチャーセンターのエントランスに集合した．最初に
案内者側の自己紹介後，今回の私たち科研費研究の目的と，野付半島の地形概説を七山が行った．その後，オ
ンネニクル付近までネイチャーセンターの車に分乗して移動した． 
①野付半島を形作る礫浜の構造 
オニンクルの森に入る前に現世の前浜をシャベルで掘って，海浜堆積物の特徴を確認し，「礫浜の礫は何故お
皿のように平べったいのか？」について解説を行なった．また，この地域では現在著しい海岸侵食が起こって
おり，コンクリートのテトラポットで固められた現在の海岸線についても説明した． 
②現世のウオッシュオーバー堆積物 
前浜からオンネニクルの森に移動する途中の後浜部分に特異な現象が見られた．今秋の10 月8 日の台風23 号
の波浪によって，舌状の形状を持つ50cm の層厚の砂礫体（ウオッシュオーバー堆積物）が観察できた．ここで
重野は，津波堆積物と台風の越波によって生じたウオッシュオーバー堆積物の堆積構造や分布規模の違いにつ
いて解説した． 
③遺跡と地形・地質 
オニンクルの森に入ってからは，石渡の案内で内径17 m の円形のイドチ岬チャシ跡（アイヌ文化期に作られた
もので，聖域，送場，砦跡・見張り場などの説がある），野付1.2 遺跡（擦文時代の竪穴式住居跡）を見学し
た．この途中の2地点において，検土杖を使用して江戸時代に噴火した道南の樽前火山（1739 年）起源や駒ケ
岳火山（1694 年）起源等の火山灰を観察した．また，オンネニクルの森の地盤に海浜礫の存在を確認しても
らった．これは過去波打ち際、または海であった場所に砂嘴が形成れ，陸上になった後に人が住みついた可能
性について解説した． 
④道路脇に露出した露頭 
昼食後，オンネクルの森を出て，道路脇に露出した露頭を観察し，オンネニクルの森は1000 年以上の間，沈水
した形跡が無いことを参加者に確認していただいた．特に江戸時代の火山灰の下には30 cm 以上の厚さの土壌
が存在し，最下位に現在の海岸で見たものと同じ海浜礫が露出していた．「オンネニクルの地盤は，検土杖で
掘ってみても堅く古そうに見える」．「年1.5 cm の速さで沈降しているのに，何故オンネニクルの森は水没し
て浸食されなかったのか？」などこの地域の成り立ちについて返答に困る質問が参加者からささやかれていた
が，私たちは「これに関する答えは来年あらためて明らかにする・・・・」とだけ答え，その場を後にした． 
⑤オプショナルツアー 
ツアー終了後に野付半島ネイチャーセンターに戻り，時間の許す希望者に，調査手法の実演として，ネイ
チャーセンターから荒涼とした景観のトドワラまで向かう馬車道付近にて，検土杖掘削と各地層の高さを計測
するために用いるファーストスタティックGPS 測量による高精度標高測定について，渡辺が中心となって実演
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して見せた． 
３．オンネニクルの森ジオツアー参加者評価 
参加者より，オンネニクルの森は国有林なので，無許可で立ち入ることができないためか，遺跡・地形・地質
の見学のほか，枯れ木の景観などを見ながら程よい距離を歩くことから，総じて大変好評であった．来年度以
降も，現地調査にあわせて，別海町や標津町民対応のジオツアーや講演会を，アウトリーチ活動の一環として
時間の許す限り実施したいと考えている．
 

野付半島、オンネニクルの森、分岐砂嘴、別海町
Notsuke Penninsula, On'nenikuru forest, recurved sand spit, Betsukai-cho
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東京大学教養学部自然科学博物館の半世紀
Half-Century of the Natural Science Museum of The University of Tokyo at Komaba
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東京大学教養学部においては、1953年から自然科学博物館が組織され、2003年に別組織の美術博物館と統合さ
れて駒場博物館として再出発するまで、専任の教職員を置かず、生物・地学・図学等の有志教員が運営する学
内委員会の形で博物館組織が存在していた。この博物館の成り立ちと独自の運営について、特に地学分野につ
いての活動を紹介する。 
箱もの行政、という言葉があるが、この自然科学博物館は1978年まで専用の展示室すらもたず、あちこちの空
き部屋に標本を押し込んだ、いわばバーチャルな博物館として最初の四半世紀を過ごした。標本は第一高等学
校時代からの教育標本や、新制大学として出発した際に整備した購入標本をもとに、教員の研究で使用した標
本・採集物の中で講義や実習に使える標本が、少しずつ蓄積されていき、その一部は実際に講義で活用され
た。展示室を得てからも、原則的に常設展示は行われず、学園祭時期や、教員が企画する特別展など、不定期
の公開にとどまっていた。そこには、教育のための実物標本の収蔵と管理、活用の場としての位置づけが見て
取れる、また、長期休暇期間の地学（宇宙地球科学）教室主催の学生向け地学見学旅行などの行事や、地文研
究会などの学生サークルとの結びつきも強く、それらの課外教育の拠点のひとつとして機能していた可能性が
ある。それらの活動は特有のリベラリズムと熱心な地学教員の努力なしには維持されなかったであろう。「駒
場博物館」成立までの50年の歴史を通じて、この博物館の活動そのものが、「博物館は人がつくる」というこ
とを、自ら主張することはなかったが、常に明らかにしていたように思われる。 
研究よりも教育に重点を置いた大学博物館の構想がどのように生まれたのか、当時の産業状況や教員の履歴な
どの背景を眺めながら、この博物館の日の当たらない半世紀について振り返りたい。また、地学における現
場・実物教育が困難になった時代に、この大学博物館の在り方に掘り起こすべき現代的意義はないか、問いか
けたい。
 

博物館、大学、自然科学、駒場
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国際深海科学掘削計画(IODP)のアウトリーチ
Outreach activity of International Ocean Discovery Program (IODP)
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国際深海掘削科学計画(IDOP)は世界26カ国の参加する国際共同計画であり、参加国の関係機関は計画そう総合
推進の一環として、教育・普及・広報を行っている。日本は地球深部探査船「ちきゅう」の運航を担い、関係
国と協調しながら計画の推進を主導的に行う立場でもあり、日本のみならず、海外参加国を含めたアウト
リーチ活動を展開している。その方法については、時流に合わせて形を変えながら、対象とするターゲットに
合わせた様々な方法のアウトリーチと言われる活動を行っている。ターゲットの設定としては、専門家、教育
関係者、次世代、一般、メディア、関連業界、政治行政など幅広く、計画推進に必要である対象に必要な情報
を提供することを行っている。 
このようなアウトリーチ活動の目的としては、多くの参加国を持つ大規模な国際計画について、幅広い対象に
向けた理解を促すことが求められることが挙げられるが、同時に、計画の進展とともに新たな発見があるの
で、これら発見による科学成果を広く人類の知の財産として有効に活用できるようにすることも見逃せな
い。発表では、これら個別の内容について紹介し、研究、教育現場でより求められるアウトリーチ活動につい
て議論を行いたい。
 

IODP、ちきゅう
IODP, Chikyu
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アジア高山域での氷河災害のアウトリーチ
Outrearch of glacier disaster in Aisan high mountains
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インド・ヒマラヤのラダーク山脈と中央アジアの天山山脈には小規模な氷河湖が分布しており，近年これら湖
からの出水による洪水で下流域では川沿いの集落が被害を受けている．多くの氷河湖が分布するため，河川堤
防などのハード防災対策は現実的ではなく，個人の災害への意識・知識や対応力，さらには村単位の住民グ
ループでの対応力の向上により減災を目指すソフト防災対策が重要である．そこで我々は，氷河湖とその洪水
に関する現地調査を実施し，住民を対象とする氷河災害ワークショップをインドのラダーク地方とキルギス共
和国で開催した．ラダーク地方では，2012年5月にドムカル村，2014年9月にストック村，2015年7月に
ギャ村，キルギス共和国では，2015年8月にジェル・ウイ村で開催した．これらワークショップには，地域住民
のほか，環境NGO，ラダーク自治政府の防災関係者，キルギス緊急対策省の関係者が参加している．開催した
2つの国では，災害の知識や意識が大きく異なっていた．
 

氷河災害ワークショップ、ラダーク山脈、天山山脈
glacier disaster workshop, Ladakh Range, Tien Shan
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“ジオ”と”エネ”の視点による福島県浜通り地域のスタディーツアー
Study tour program in Fukushima Hamadori area, based on “geo” and “energy” perspectives
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2011年3月11日の地震と津波，その後の原子力発電所事故，さらに4月11日の内陸地震によって，福島県浜通り
地域は甚大な被害を被った．そして，震源の大きさ，被災域の広さと被災者の多さ，ならびに復旧の目途が立
たない原子力発電所の過酷事故をみると，我々は何かしらのパラダイムシフトを求められていると筆者は考え
る．同様の考えは他でも指摘されているが（石田ほか(2011) Ceramic Data Book, 39, 44- 47；田中(2013) 社
会学評論, 64, 366-385など），もしこの考えが極端であるとしても，2011年春以降の実態とそこで得た教訓を
将来へ伝える責任が我々にあることは間違いない．その為には一人でも多くが2011年春の災害とその後の現状
を知り，考え，反応する必要がある．しかし，発災後は盛んであったボランティアは時間が経つにつれて活動
の場が限られ(例えば，全国社会福祉協議会http://bit.ly/1jbbHk6)，災害復興を兼ねたツアー等も減少してい
る．また，メディア上での被災地の扱いは小さくなり，現地に対する人々の関心は急激に低下している．それ
でも，特に被災地における地球科学のアウトリーチとしては，三陸ジオパークと北茨城ジオパークによる沿岸
部でのツアー企画等がある．また電力資源については，福島第一原発内の見学や，再生可能エネルギーに注目
したスタディツアーや体験教室がいくつか行われている．しかし「ジオ （ここではgeoscience,
geography）」と「エネルギー」の両方を明確にテーマとして示した例は無いようである．以上を背景とし
て，また以下の理由から筆者は浜通り地域の視察やスタディツアーを行った． 
(1) 東北太平洋沖地震と福島浜通り地震は地球科学分野においても特筆すべき事象である． 
(2) 常磐炭田は国産の地質資源として貴重な例であり地域に多様な影響を与えたが，一般にはよく認識されて
いない． 
(3) 電気に頼っている我々がその給源に関しては無知で無頓着である．浜通り地域周辺では化石資源，原子
力，再生可能資源による各発電事例を見ることができる． 
(4) 放射性廃棄物と汚染の問題の理解には地質年代スケールの観点が必要である． 
(5) 「ジオ」と「エネルギー」の関係性は強く，一連の流れとして見学することができる． 
ツアーを繰り返すことで，定着してきた行程は次の通りである． 
常磐炭田の産業遺産－石炭火力発電所－ESCO事業による小水力発電－塩ノ平断層（福島浜通り地震による地表
地震断層）－いわき湯本温泉・いわき石炭化石館－いわき市内の仮設住宅－海岸地形と津波被害－復興商店
街・商工会－洋上風力発電の陸上開閉所－メガソーラー発電所－避難指示区域の現状視察 
発表当日は実施内容の詳細と参加者の認識の事前事後の比較について報告する．
 

東日本大震災、原子力災害、市民啓発、野外巡検、地質資源、再生可能エネルギー
2011 East Japan Earthquake and Tsunami Disaster , nuclear disaster, citizen awareness,
field excursion, geological resources, renewable energy
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「ジオ･フェスティバル in Sapporo」の開催と学部卒業研究への活用
Holding of "Geo-Festival in Sapporo" and Utilization to graduation research of the student
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北海道では，2005年より「ジオ･フェスティバル」が各地（札幌，室蘭，洞爺，釧路，旭川）で開催されてき
た．このイベントは実験や展示，ミニ講演を通じて子ども達の地球科学への関心を高め，自然現象に対する科
学的な姿勢を育成することを目的としている．筆者は実行委員会を組織し，札幌市青少年科学館の協力を得
て，2014年と2015年に「ジオ・フェスティバル in Sapporo」を開催した．札幌での開催は６年振りであった
が，20を超える実験・体験ブースが出展し，盛況のうちに終了した．出展者は教師をはじめ，札幌管区気象台
職員，地質研究所職員，地質コンサルタント職員など多岐にわたる．発表では，出展された実験･体験ブースの
内容など，このイベントの詳細を報告する． 
また，本イベントには，大学生も複数ブースを出展している．中には卒業研究で地学領域のアウトリーチ教材
を扱ってる者もおり，開発した教材の検証を当イベントで行っている． 
当イベントが地球科学に関わる，様々な団体のアウトリーチの場としていかに活用する価値があるか議論
し，さらに学生の研究の場としての価値についても実例を交えて報告する．
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大学の学園祭におけるアウトリーチ活動の効果と課題：千葉科学大学学園祭での「きのこ展」の事例
Effects and problems of outreach programs in university campus festivals: The case of
"Mushroom exhibition" in the campus festival of Chiba Institute of Science
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アウトリーチとは元来「手を差しのべること」という概念であるが，多様な場面で，一般に広く情報提供する
ことを目的として行われるさまざまな活動が含まれる。科学研究の分野でのアウトリーチ活動には，講演
会・シンポジウム，野外観察会・ワークショップ，高大連携，行政・市民・NPO等との連携活動が挙げられ
る。これらのアウトリーチ活動は研究成果の社会への公開を促進する役割を担っており，科学研究に社会貢献
が求められる現在，アウトリーチ活動を充実させることは重要である。千葉科学大学危機管理学部環境危機管
理学科の糟谷研究室では，菌類，特に担子菌類（きのこの仲間）の系統分類学や生物地理学を主な研究対象と
している。当研究室では教育研究活動の一環としてさまざまな教育普及を行い，きのこや菌類の基礎的知識
や，自然界および社会における菌類の重要性について広く一般に周知し，社会における菌学研究の重要性をア
ピールする活動を行っている。これまでに当研究室では，小中学生を対象とする野外でのきのこ観察会，高校
生の探究活動の支援，アマチュアきのこ愛好家の活動支援等を行ってきた。さらに，日本全国の自治体，博物
館やきのこ会等と連携して，一般を対象とするきのこ観察会や講演会等の活動にも取り組んでいる。これらの
活動の一つとして，2014年と2015年には千葉科学大学の学園祭「青澄祭」において「きのこ展」を開催し
た。「きのこ展」では，野生きのこの生標本や乾燥標本のほか，栽培きのこの展示や，生態写真展示を
行った。また，顕微鏡観察の体験や，きのこの折り紙づくり体験等の企画も行った。「きのこ展」当日は，来
場者に対して当研究室の教員や学生が展示内容について解説を行った。本講演ではこの「きのこ展」を事例と
して，大学の学園祭において実施するアウトリーチ活動が来場者に与える効果と課題について考察する。
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サイエンティフィック・イラストレーションと地球科学 —サイエンスをビジュアルで表現する重要性
—
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サイエンティフィック・イラストレーション（SI）とは，古くは「博物画」に始まり，最近では科学イラスト
やサイエンスアートなどと呼ばれる．日本では１９世紀に薬草学や植物学で多くの博物画が描かれ，「科学的
な正確性」をもった図解と解釈できる．科学の専門知識や科学的観察眼を持った描き手と，研究者とが恊働し
て作製するSIは，一般芸術とは異なる評価基準がある． 
近年，日本の科学者が世界で活躍する場面が増えているのは明らかである．世界的に評価された研究を社会に
分かりやすく公表する事は研究者の重要な役割であり，研究内容のビジュアリゼーションが大きな役割を果た
すと考える．しかし，現在の日本ではSIの重要性に対する評価や認知度は低い．特に地球科学専門のSIは国内
外でもほとんどいないようである． 
そこで，私はSI（特に地球科学分野専門）として，海外との比較と日本の現状をふまえながら日本での認知普
及活動を提案したいと考える．
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Application of deep-sea videos/photos distribution site for educational fields
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国立研究開発法人海洋研究開発機構（JAMSTEC）では、しんかい6500やハイパードルフィンなどの潜水調査船や
無人探査機により撮影された膨大な数の深海調査映像や静止画像を管理し、Webサイト「深海映像・画像アーカ
イブス（J-EDI）」を通じてインターネットに公開している。J-EDIでは映像や画像とともに撮影場所、 撮影内
容（生物名や事象）、調査内容などの詳細な情報も公開している。 
今年、我々はJ-EDIに潜水調査船の航跡を3次元で可視化し、その航跡上で撮影された映像を再生したり、潜航
調査を再現する自動再生をすることによって深海環境や調査活動の様子を表示したりする機能を追加してい
る。新しいJ-EDIの画面では、映像や画像、潜航情報へのアクセスを容易にするためのレイアウト変更の
他、様々な利用シーンで映像や画像が見られるようにタブレットなどの他のデバイスからの操作性も改良して
いる。 
ユーザ登録を行うことにより、公開されている映像や画像をダウンロードすることができ、非営利の教育・研
究目的では無償で利用できる。他にもユーザ向けの特別な機能として“マイライブラリ”があり、ユーザは
J-EDI上で選択した映像や画像をマイライブラリに追加することで、いつでもすぐにアクセスできるため、講演
や授業などで紹介するための素材を登録しておくなどの使い方が出来る。 
J-EDIに登録されている全ての映像や画像は、運用スタッフが視聴し、映像はシーンごとにカット編集を行って
いる。さらに文献や調査レポート等を参考に、映像や画像に映っている生物や地質環境などで分類し、コメン
トを登録している。これにより、J-EDIではキーワードやアイコンで条件を選択して映像や画像を検索すること
ができる。登録されているコメントには海洋生物の標準和名もあり、専門家でなくても映像を探しやすく
なっている。また、海洋生物の多様性・分布情報を扱う統合データサイト「Biological Information System
for Marine Life（BISMaL）」では、J-EDIで公開している映像の撮影位置情報を元に深海生物の出現分布を可
視化できるとともに生物種の情報も得られ、映像とともに海洋科学の理解増進に活用できる。 
映像や画像は事象を視覚的に理解しやすいため、これらの機能や配信の取組みは講演や教育活動での映像や画
像の利用を支援できるものと期待している。
 

深海環境、映像、アウトリーチ
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カンボジアでは、急速な経済発展とともに森林破壊、大気・土壌汚染、水質汚濁等などの環境悪化と生態系破
壊が始まっている。しかし同国では歴史的経緯により、生物多様性の重要性を認識するための環境教育を行う
人材が欠如している。このため、同国の自然と共存する社会の実現、生物多様性の保全の為には、身近な環境
教育を行う教育者を継続的に育成する環境教育システムの構築が急務である。このため、コンポンチャム中学
教員養成所（RTTC）の中学教員養成課程において、新たに、校庭の自然やメコン川などの地域環境を活用した
自然体験を基本とし、正しい科学的知識に基づく観察・実験を取り入れた実践的な環境教育が実施されてい
る。 
本事業における地学教育の一環として、可搬型のプロジェクションマッピング模型を用いた座学による学習を
行い、続く野外実習では屋外に模型を持ち出してメコン川周辺の地形と模型とを見比べることにより、短期間
で地形・地質の把握を行った。本発表ではこれら学習プログラムと、教育効果の詳細とについて報告する。 
なお本事業は、公益財団法人日本国際協力財団国際協力NPO助成、公益信託今井記念海外協力基金国際協力
NGO助成、独立行政法人環境再生保全機構地球環境基金の助成により行われた。
 

カンボジア、教員養成所、地学教育、三次元モデル、立体造型、プロジェクションマッピング
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京都大学大学院理学研究科附属花山天文台では、2013年度より京都市教育委員会と連携し「京都市の小学生を
対象にした花山天文台での体験学習」を実施している。この活動では、小学生たちに最先端の天文学に触れる
機会を提供し、京都市立堀川高等学校の高校生が、小学生向けの「学習ノート」の作成や見学の解説員として
貢献している。本発表では、体験学習のコンテンツとして、2015年度に実施した、小学生と作る太陽のバタフ
ライダイアグラム(*)の制作について報告する。 
 体験学習時に小学生たちは、「自分の黒点」カードに記載された“太陽黒点の発生年月と緯度の数値”を、一人
ずつ大判ポスター上にシールを貼って、グラフを完成させていった。この体験学習に参加した児童から以下の
ような感想を頂いた。「『もっともっと宇宙のことを知りたい！！』太陽館と別館に行ったときそう思いまし
た。本気の本気でそう思いました。」「フレアは命にかかわることなので，研究することは大切だと思いまし
た。」この体験学習を通し、歴史ある地元の天文台で、太陽や宇宙を身近に感じられたことが感想文からもう
かがえる。10年以上にわたる花山天文台での黒点スケッチのデータを活用したことから、観測者（花山天文台
職員）は継続観測の重要性を再認識できた。 
 今後は、太陽観測の重要性や継続観測の意義を伝える道具として、広くアウトリーチ活動で活用できないか考
えている。 
（*バタフライダイアグラム：太陽黒点の出現緯度を時系列で表示した図） 
 なお、本取り組みは京都市教育委員会の「京都大学との連携事業」よりご支援頂きました。記して感謝致しま
す。
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現時点において、「確度の高い地震予知は困難」というのが科学的な見解である。しかし昨今では、民間によ
る地震予知・予測情報が注目を集めている。そのなかには、例えば、国土地理院が観測・公開しているデータ
を用いていることから、一見すると科学的な手法による予知・予測と思われてしまうものもある。マグニ
チュード６以上の大きな地震を予測する場合であっても、数多くの警告を発していれば地震を的中させること
ができるであろう。そして、多くの場合、マスコミは地震を言い当てた事例だけを紹介するため、人々はその
地震予知・予測が当たっていると信じてしまうのである。これは人々が誤った判断をしてしまう典型的な
ケースである。本発表では、巷にあふれる地震予知・予測情報に対して、一般の人々がどのように接すれば正
しい判断ができるのか、地震予知・予測情報そのものと、それを宣伝するメディアの２つのリテラシーについ
て議論する。
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地表地震断層の保存と管理維持のあり方 –丹那断層と野島断層からの考察−
Operation and maintenance of surface rapture –comparison between Tanna fault and Nojima
fault-
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「地震」や「活断層」という言葉を社会的に捉えると，マイナスイメージが先行していると言わざるを得ない
だろう．地震は被害をもたらして人々の生活を不便にしたり，大切な人の命を奪ったりする．2011年3月11日の
東日本大震災以降は，活断層という言葉で原子力発電所やそれがもたらす深刻な事故を思い浮かべる人も多い
だろう．しかし地球科学的な観点から捉えれば，地震による隆起は土地を生み出して私たちに生活の場を与え
てくれているし，活断層による地殻変動の積み重ねが日本の美しい景色の根幹にもなっている．地表地震断層
は端的に地球のダイナミックさを語り，地球の活動である地震と私たちの生活との折り合いの付け方を再考す
る機会を提供しているとも言える． 
このような場のひとつとして，地表地震断層の保存公園や保存館がある．断層保存の学術的・社会的重要性に
ついては地震発生直後から多くの研究者が指摘して働きかけるが，その維持管理には担当する行政部署や運営
受託組織，被災者でもある住民など複雑なステークホルダーが関与している．本発表では，著者らが巡検した
丹那断層と野島断層のそれぞれにおける保存の経緯と維持管理のあり方を比較し，今後の地表地震断層保存の
ための一助としたい． 
丹那断層は箱根芦ノ湖から伊豆市の修善寺まで約30km続く北伊豆断層帯の代表的な活断層である．1930年11月
26日に発生した北伊豆地震（Mw6.9）によって，震央である函南町に地表地震断層が現れた．これを保存する丹
那断層公園には，左横ずれ断層を象徴する庭石や断層側面を直接観察できる地下観察室があり，近隣の火雷神
社には鳥居と階段と神殿がずれているまま保存されている．いずれも手入れが行き届いており，良い保存状態
で維持されている． 
丹那断層公園設立までの経緯を調べてみると，地震発生から5年後の1935年には地表地震断層が国指定の天然記
念物となっており，翌年には国庫補助金で指定地を公有化して囲柵で保存している．断層跡が次第にわかりに
くくなっていくため，1992年には丹那断層保存整備委員会を組織して，断層を公園として整備する作業が行わ
れた．2011年には伊豆半島ジオパーク推進協議会が設立され，2012年には日本ジオパークに認定されている． 
断層の管理については函南町教育委員会生涯学習課が，ジオパークに関することは函南町観光部局農林商工課
が担当しており，丹那断層公園の維持管理については両者が協力している．維持管理に関する当面の問題点と
しては，観察面保存のための樹脂コーティングの予算獲得が難しいことと，断層観察面の劣化による剥落やコ
ケ類の除去作業などである． 
一方，野島断層は1995年1月17日の兵庫県南部地震（Mw6.9）で一部が地表地震断層となって現れた．調査に訪
れた研究者らの保存に向けた動きは早く，地震発生4日後には，逆断層の上盤側が雨などによって崩落しないよ
うにと主要部分をビニールシートで覆うなどの応急処置が施された．また同月末には天然記念物として保存し
てはどうかという研究者からの要望が当時の北淡町（現淡路市）に届けられ，それを受ける形で町長が野島断
層保存の意向を発表している．1995年から1996年にかけて野島断層保存検討委員会が設置され，1997年には野
島断層活用委員会と名称変更をして，今も野島断層に関する検討を重ねている．この委員会により，まず
1996年に兵庫県および北淡町の企画部局主導で公園設置事業に伴う保存施設の設置の動きが始まり，1998年に
は保存施設を含む北淡町震災記念公園が完成，1999年にメモリアルハウスや震災モニュメントが公開され
た．現在は教育委員会が維持管理にあたっている． 
設立当初は年間30万人の入館者を想定していたが，実際には82万人が訪れた．しかしその後は入館者数が減少
し，2015年度は17万人余りである．その原因のひとつとしてアクセスの悪さが挙げられる．設立当初は野島断
層保存館に徒歩圏内の富島港へ明石港からの高速艇が定期運行していたり，岩屋港からの定期路線バスが運行
されていたりしたが，利用者の減少に伴ってどちらも廃止されている．これに加えて，逆断層であるため上盤
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側の管理が困難であることや，学芸員が不在であること，産業振興課などの観光に関わる管轄が運営に協力す
る体制になっていないことなども原因として挙げられるだろう． 
本発表では，両断層保存施設の設立経緯と管理体制の比較から今後のより良い管理維持のあり方を再考すると
ともに，さまざまな困難を乗り越えて存在している現在の地球科学関連施設の尊さを再認識する機会を提供し
たい．
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地震動予測地図低リスク地域住民のリスク認知
Effects of seismic hazard map over low risk area residents
 
*永松 冬青1、大木 聖子1、広田 すみれ2

*Tosei Nagamatsu1, Satoko Oki1, Sumire Hirota2

 
1.慶應義塾大学環境情報学部、2.東京都市大学環境情報学部
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Studies, Tokyo City University
 
首都直下地震や南海トラフでの巨大地震に備えて早急な防災対策が求められているが、東日本大震災での甚大
な被害を目の当たりにしてもなお、巨大災害への対策が十分に進んでいるとは言いがたい。防災対策を進める
方法のひとつとして、地震リスクに関するコミュニケーションの向上が挙げられるだろう。そこで、文部科学
省地震調査研究推進本部が2005年から毎年発表している「全国地震動予測地図」を用いて、リスクコミュニ
ケーションの効果を測定する調査を行った。 
地震動予測地図は、ある地点が今後30年にどのくらいの確率で震度6弱以上の揺れに見舞われるかを確率と色と
で表現したものである。地震本部は「地震による揺れの危険度を正しく認識し、防災意識や防災対策の向上に
結びつける（2009）」ために作成・発行しているとしている。一方で、既存のリスクコミュニケーション研究
では、確率情報の伝達について、文脈の影響が大きく、確率伝達が非常に困難であることが指摘されている
（Visschersら、 2009）。そこで本研究では、地震動予測地図における確率の認知のされかたを明らかにする
とともに提示手法の効果を検討することで、提示方法の改善案を検討した。 
調査はウェブアンケートで行った。対象者は35～55歳までの世帯主か世帯主の配偶者で、自宅がある地域の地
震動予測確率が高い地域（震度6弱の地震の発生確率が30年間に26-100％）と低い地域（3％未満）の居住者で
ある。質問項目は大きく、震度階の閾値測定、地震動予測地図を用いた実感や恐怖感情の測定、防災行動意図
の変化調査の３つからなる。 
はじめに、気象庁の震度階を提示して「怖いので対処が必要」と感じるかを尋ね、当該実験参加者の震度階の
閾値を測定した。次に、回答者をランダムに6つのグループに分類し、以下の流れで自宅がある地域の予測確率
を回答してもらった。グループ1：世界地図で他の都市の地震リスクを確認し、自宅の地震動予測の色を回
答。グループ2：世界地図で他の都市の地震リスクを確認し、自宅の地震動予測の数値を回答。グループ3：自
宅の地震動予測の色のみ回答。グループ4：自宅の地震動予測の数値のみ回答。グループ5：世界地図や自宅の
地震動予測を見ずに後述の質問に回答、グループ6：世界地図だけを見て後述の質問に回答。その後すべてのグ
ループの回答者に、実際に自分が地震に遭うと思うかについて「必ず遭いそう〜まずないだろう」の５段階と
「よくわからない」から、自宅の地震動予測確率に恐怖を感じるかについて「非常に怖い〜全く怖くない」の
５段階と「よくわからない・その他」からそれぞれひとつを回答してもらった。 
また、調査冒頭で既に行っている防災対策を13項目の中から選択してもらい、一連の調査に回答してもらった
後に再び13項目を提示し、今後さらに充実させたい防災対策を選択してもらった。（項目：非常持出し袋の準
備、家具転倒防止、地震保険への加入、家族との連絡方法の確認、出入口の確保、避難場所の確認、ガラス飛
散防止、ブロック塀転倒対策、耐震診断、耐震補強、転居） 
本調査は2015年度地震学会秋季大会にて発表した内容を、地震リスクが低い地域に拡張して調査したものであ
る。地震リスクが高い地域に住む被験者においては、地震動予測地図の見せ方（世界との比較／色／数値）に
よらず被災実感が高くなっていることや、特に色で予測確率を回答する実験群は恐怖感情につながっていると
いうことがわかった。このようなリスク認知の変化は中地域に住む被験者には見られなかったが、このこと
は、少なくとも地震動予測地図が中地域住民に対して「他に比べて安心である」という危険な安心情報を与え
ることはしていないことを示唆している。本研究では、これが低い地域に住む被験者に対しても有効かどうか
を検証し、報告する。 
【参考文献】 
・永松冬青・大木聖子・飯沼貴朗・大友李央・広田すみれ「地震予測地図の確率はどう認知されているの
か」日本地震学会2015年度秋季大会発表論文集, 2015. 
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ケーション手法の改善」日本リスク研究学会2015年度秋季大会発表論文集, 2015. 
・広田すみれ「地震予測『n年にm%の確率』はどう認知されているのか−極限法を用いた長期予測に対する怖さ
の閾値の測定−」，日本心理学会第78回大会発表論文集, 2015. 
・VisschersH. MVivianne, MeertensMRee. (2009). Probability Information in Risk Communication : A
Review of the Research Literature. Risk Analysis, 29. 
・地震調査研究推進本部地震調査委員会. (2009). 全国地震動予測地図 技術報告書
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分譲マンションにおける長期的防災対策の実践
Long-term disaster prevention activities in the condominium apartment
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2011年に発生した東日本大震災では、建物の大きな損壊は免れたものの、インフラの破損などにより生活継続
に支障をきたしたマンションが多数見受けられた。コミュニティ内での自助意識の醸成、自主防災組織の活動
活発化など、大地震の被害を乗り越える上でマンション住民に求められる備えはすでに多数指摘されてい
る。しかし、具体的にどのような働きかけが住民の防災意識を高め、行動を促すのかについては明らかに
なっていない。 
 本研究では分譲マンションに焦点を当て、藤沢市に実在するマンションをフィールドに半年に渡る実践を
行った。月１回の防災に関するおたよりの配布、防災フェアの開催などの取り組みを通して、住民の防災意識
や行動にどのような変化が見られるのかについて調査した。3回にわたるアンケート調査では、a.水と食料の備
蓄、b.持ち出し袋の準備、c.重い家具の固定、d.家具の配置の配慮、e.家族と緊急時連絡方法を決めるこ
と、f.自宅の耐震補強、g.地震保険への加入の7項目において、それぞれ「対策には効果があると思う
か」、「今後一ヶ月の間に新たに備えようと思うものはあるか」(行動意図)、「実際に備えたか」(行動)につ
いて回答を得た。 
 今回の実践では、特徴的な結果が2点得られた。ひとつは、リスクを認識し、リスクに対する対策の効果も認
識し、具体的な対策方法を知り、行動意図が生まれてもなお実際の行動には結びつかないという事例であ
る。特に、e.家族と緊急時連絡方法を決めることに関しては、行動意図を持っていても行動に至らないケース
が特に多いことがわかった。a.水と食料の備蓄、c.重い家具の固定など、購入・設置などの行動コストの高い
ものが対策済みである世帯でも、e.家族と緊急時連絡方法を決めることについて未対策であったり、行動意図
があったにもかかわらず行動に結びついていなかったりする点は、経済的コストや行動コストのかからない家
族との話し合いはすぐに実行してもらえるだろう、という発表者の予想と異なっていた。 
 もうひとつは、リスク認知をしても必ずしも行動意図へは結びつかないことが明らかとなった大木ら(2015)や
永松ら(2015)の先行研究と比較して、行動意図が上昇した人が多く、さらに実際に行動した人も複数見受けら
れた点である。例えば防災フェア直後に実施したアンケートでは、今後一ヶ月の間に家具の配置の配慮をしよ
うと考えた人は、全体の57.1%にものぼった。これには講演時に実際に家具転倒の映像を見せたことなど、コン
テンツの提供方法やコミュニケーションの方式に留意したことが起因していると推察される。 
 本発表では、マンション防災を進める上で指標となる先行事例について併せて述べるとともに、今後の展望と
して、どのような観点がマンション防災に求められるのかについて言及する。 
参考文献： 
大木聖子・飯沼貴朗・尾崎拓・中谷内一也(2015) 「『首都直下型４年内70%』報道で人々は備えたのか」 
永松冬青・大木聖子・飯沼貴朗・大伴季央・広田すみれ(2015)「地震動予測地図の確率はどう認知されている
のか」
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学校から家庭に展開する実践的防災教育 -長野市立真島小学校を事例として-
Extension of school education for disaster prevention over households –a case study of
Mashima Elementary School-
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東日本大震災以後、学校における防災教育の重要性が再認識され、見直しや改善が求められている（文部科学
省，2013）。一方で、児童が最も長い時間を過ごす家庭内の防災対策は個々の家庭の意識により大きな差があ
り、依然として進んでいないというのが現状である（東京消防庁，2015；横浜市，2015）。そこで本研究で
は、学校での防災教育によって子供たちが自ら命を守れるようになるだけでなく、家庭内の防災対策が具体的
に進むことを見据えて、児童・教員・保護者の意識や行動の変化を追った。 
長野市立真島小学校をフィールドとして2015年7月から活動を開始した。上述の通り、特に重要なステークホル
ダーとなる保護者へのアプローチには、家庭内の具体的な対策を行う上での障壁をできる限り取り除き、主体
的に防災に取り組むようになるよう工夫した。そして、小学校から各家庭・地域へと展開していく防災教育の
モデルケースとなることを意識して、以下のような活動を実施した。1) 2015年7月、保護者を対象に防災に関
する質問紙調査を実施し、地震へのイメージや備えについて調査。2) 8月、教員を対象にヒアリングを実施
し、防災教育に対する意欲等について調査。3) 7月以降毎月、防災に関する児童向けおたよりを発行。4) 9月
以降毎月、防災に関する保護者向けおたよりを発行。5) 9月、児童向けの防災授業と避難訓練、保護者向けの
講演会を実施。6) 10月以降毎月、防災に関する地域住民向けおたよりを発行。7) 11月以降毎月、児童向けお
たよりをミニ防災授業用に教材化し、担任がミニ防災授業を実施。8) 11月、小学校の避難訓練の指
導、9)11月、真島地区区長会長、PTA会長・副会長と防災教育の地域への展開について議論、10) 2016年
2月、保護者や地域住民向けに避難所運営に関するワークショップを実施。 
これらの実践を通して、真島小学校を中心としたステークホルダーである児童・教員・保護者の意識や関係性
の変化を、実践共同体論（Lave and Wenger，1991；孫 et al.，2012）を用いて検証したところ、児童・教
員・保護者のそれぞれに変化が見られた。例えば児童については、避難訓練を通じて状況に応じた身の守り方
を自らの判断でとれるようになったとの報告が教員からあがった。他にも、日本や世界の各地で災害が起きる
と地図でその場所を確認するようになった、保健室や病院といった訓練以外の場でも地震が起きた時に何が危
険かを探すようになった、といった報告を随時教員から受けている。 
教員に関しては、活動開始時のヒアリング時（上記2））には「防災に関してだと、私自身あまり知識もなく意
識も高くない。」「何をすればよいのかわからない。」と言っていたが、9月の防災授業（上記5））の準備を
共にしていくにあたって、次第に主体的な姿勢で取り組むようになってきた。また、休日に自主的に中越メモ
リアル回廊に行ったり、防災授業（上記7））の際に自ら地震の動画を用意して児童に見せる工夫を加えたりし
ている。更に、2月のワークショップ（上記10））には勤務時間外にも関わらず教員の半数以上が自主的に参加
した。 
本研究での重要なステークホルダーである保護者について我々があらかじめ設定した目標は、「学校で子供た
ちが受けている防災授業の内容を把握するだけでなく、児童に防災を教えられるような立場になる」で
あった。防災授業（上記5））後の子供たちの作文を見ると、実際に保護者が自宅で授業の復習となるような防
災クイズを出していることが書かれていた。他にも、防災おたより（上記3））で特集した非常食クッキングを
子供と行っていたり、自主的な勉強会として平日の夜に開催したワークショップ（上記10））に半数以上の保
護者が参加したりしている。同ワークショップ後には、今後は保護者が地域住民を対象として同様のワーク
ショップを行いたいので教材を使用していいかと声がかかった。これらのことにより、少なくとも一部の保護
者に関しては一時的であれ目標を達成できたことがわかった。 
発表では、これまでの活動を通して見られた変化の実践共同体論に基づいた分類に加えて、質問紙調査やイン
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タビューを通した保護者・教員の意図・行動の変化の分岐点を明らかにし、小学校を中心とした地域における
防災実践について考察する。
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「４コマ漫画教材」を用いた避難所運営シミュレーション
Simulation of Evacuation Site Management Using “Four-frame cartoon”
 
*齋藤 文1、大木 聖子2

*Aya Saito1, Satoko Oki2

 
1.慶應義塾大学大学院政策・メディア研究科、2.慶應義塾大学環境情報学部
1.Graduate School of Media and Governance, Keio University, 2.Faculty of Environment and
Information Studies, Keio University
 
東日本大震災から５年が経過するが，実効的な防災教育についての模索は依然として続いている. 発災時に子
供達が自ら状況を判断して身を守り，沿岸地域であれば即座に高台へ避難するという行動を当たり前にとれる
ようになるには，地震と津波の関係やそれらの発生メカニズムだけではなく，発災時に生き抜く術や避難所生
活で起こりうる問題，起こりうる災害に備えて今何ができるのかを具体的にイメージして行動する訓練が必要
である. 
 そこで筆者は，様々なジレンマが伴う被災状況下での問題を被災者の体験談から拾い上げ，平常時の学校活動
の中で教員と生徒が共に考えられる教材として「４コマ漫画教材」を開発した.「4コマ漫画教材」は以下の5つ
のシーンから成る．状況設定を提示する導入（第0コマ），災害時に人々が直面しうる状況を表現する第1〜3コ
マ，登場人物のセリフが空欄になっている第4コマである．この4コマ目の空欄に自分だったらどう判断し返答
するか，どんな言葉なら相手が納得してくれるかを考え，セリフを埋める仕掛けになっている．本教材は，修
学旅行編，津波避難編などその土地や場面に合わせて作成をしており現時点でその種類は２０パターン以上あ
る.同様の先行教材にはクロスロード（矢守，2005）があり，4コマ漫画教材との比較については昨年度の本
セッションでの発表（齋藤・大木，2015）を参考いただきたい． 
 本発表ではその中から，昨年夏に考案した「避難所係班別４コマ漫画」のケースを報告する.「避難所係班別
４コマ漫画」は，各自治体が公表している避難所運営マニュアルに載っている係班の中から庶務班・情報
班・衛生班・食料物資班・学校再開準備班を選び，それぞれの班が災害時に直面するであろう問題を４コマ漫
画でシミュレーションしている. 
従来，４コマ漫画教材を使った授業や地域のワークショップでは「問題発生→対処法を考える→決断→集団で
の合意形成→セリフの発表→防災の専門家からのフィードバック」という流れをとっていたが，「避難所係班
別４コマ漫画」を使った授業やワークショップでは新たに「事例カード」を用いることとした．「事例
カード」は過去の災害における実例からそれぞれの係班の問題に即した体験談を各8事例ずつ選んだもので，発
生した問題に対して賛成意見と反対意見の両方を載せている.これを用いたワークショップの流れとしては「問
題発生→対処法を考える→決断→集団での合意形成→『事例カード』の投入→集団での合意形成→セリフの発
表→グループをまたいだ意見交換」となる. 
 「事例カード」には過去の実例を学ぶだけでなく，自身の下した決断を評価する指針としての役割があり，正
解のない問題を扱う４コマ漫画教材において非常に重要な役割を果たしている.被災経験者や防災の知識を広く
もつ専門家の言葉や意見は，被災未経験者に大きな影響力や説得力をもつが，その体験談や知識はいかなる状
況でも通用するものではなく，時に教訓が仇となってしまうケースもある.したがって，４コマ漫画のプ
レーヤーに望ましい姿勢は，正解を専門家から受け取るのではなく，体験談や専門家の意見を参考にしながら
自分の置かれた状況下でより良い決断をするために必要な情報を自身で取捨選択する姿勢である.「事例
カード」は相反する事例を載せることで，１つの事例に左右されることなく，また専門家の直接的な介入なし
に，自身の考えや決断を評価する指標として機能している. 
 本教材は開発以来，様々な中学・高校，地域の防災ワークショップなどで活用されている.発表では代表例と
して，長野市立真島小学校・横浜市立東山田中学校・土佐清水市立下ノ加江小学校での実践を紹介する.４コマ
漫画教材ワークショップの参加者からは，リスクの事前共有ができる，他のグループの「事例カード」もぜひ
読んでみたい，事前の知識がなくても皆が同じ土台で考えられてよい，自主防災組織の研修でも使ってみた
い，などの意見を得ている.どのような意見交換を経て合意形成をしたのか，プレーヤーがどれだけ災害時をリ
アルにイメージできているのかについて，ワークショップでのプレーヤーのやりとりを分析して評価する.
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アウトリーチのツールとしてのジオストーリー
Geostory as an effective tool for geoscientific outreach
 
*尾方 隆幸1

*Takayuki Ogata1

 
1.琉球大学教育学部
1.Faculty of Education, University of the Ryukyus
 
地球科学のアウトリーチにおいて，ジオストーリーの有効性が注目され始めている。ジオストーリーに基づく
地球科学的な解説は，学校教育，生涯教育，ジオパークなどのさまざまな場面で有効であるが，科学性とわか
りやすさを両立させることは簡単ではない。しかし，地球科学者とメディア制作の専門家が共同作業を行
い，この問題を追求することで，良質のジオストーリーを生み出す可能性が拓ける。その事例として，NHKの人
気番組「ブラタモリ」の沖縄・首里編（2016年2月27日放送）を取り上げる。この回では，世界文化遺産「琉球
王国のグスク及び関連遺産群」に登録されている首里城跡とその城下町をフィールドに，サイトを巡りなが
ら，地史学的テーマ，地形学的テーマ，水文学的テーマ，さらには世界遺産としての歴史・文化に関する
テーマを組み合わせ，ストーリーを構築した。ストーリーの構築にあたっては，科学性の確保だけではな
く，それぞれのテーマのシームレス性を重視した。こうした工夫は，さまざまな場面での地球科学のアウト
リーチに応用できるものといえる。
 

地球科学、アウトリーチ、世界遺産
Geoscience, Outreach, World Heritage
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アウトリーチの一手段として授業成果を発信する
A report on practices in the geography classroom and a publication aimed at outreach for
geography
 
*長谷川 直子1、横山 俊一1

*Naoko HASEGAWA1, Shunichi YOKOYAMA1

 
1.お茶の水女子大学
1.Ochanomizu University
 
演者らは地理学のアウトリーチの効果的な手段について模索しており、地理的な視点を取り入れた旅行ガイド
ブック、バスガイドの教本作成などを行っている。その意識をベースにした授業として、学生視点での地誌と
旅行を融合したまちあるきガイドマップの作成に関する演習を行った。 
授業が終了したのち、学生個々が作成したガイドマップをメインとした書籍の出版を試みた。出版助成に相当
する予算が得られたことによって、定期刊行の雑誌の増刊号として出版できることになった。その道のりは試
行錯誤などがあったので当日報告したい。 
また、出版物の全体的な構成、レイアウト、表紙デザイン、タイトルなど、基本的には学生の自由に任せ
た。これについても出版社との折衝などがあったので当日報告したい。 
結果的に、研究者が作る（堅いイメージの）出版物からはかなりかけ離れたものが出来上がり、それがこの雑
誌の一つのウリになったのではないかと考えている。 
当日は、出版後の読者アンケートハガキの意見などについても触れたい。
 

アウトリーチ、地理学、出版
outreach, geography, publication
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天文分野での教育・アウトリーチの成果発表の現状
Present status of publications of education and public outreach in astronomy
 
*富田 晃彦1

*Akihiko Tomita1

 
1.和歌山大学教育学部
1.Faculty of Education, Wakayama University
 
天文分野での、教育（学校内、学校外）、アウトリーチや科学コミュニケーションの成果発表の現状を概観す
る。論文は、地学教育（日本地学教育学会）、天文教育（天文教育普及研究会）、日本サイエンスコミュニ
ケーション協会誌などに散らばって発表されている。その相互参照性や公開性を高めようという動きがあ
る。例えば縣秀彦らが天文教育普及研究会でワーキンググループを立ち上げている。国際天文学連合でも、同
じように天文教育の論文のデータ集約の動きがある。また、教具を査読するastroEDUというサイトも立ち上
がっている。教育・アウトリーチの実践者・研究者が査読しあうことで、成果発表の質があがると期待してい
る。
 

天文教育、成果発表、リポジトリ―
astronomoy education, publication, repository
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「ジオパークと地域資源」の創刊
Launching a new journal "Geoparks and Regional Resources"
 
*目代 邦康1、栗原 憲一2、井口 博夫3、熊谷 誠4、先山 徹3、鈴木 雄介5、Chakraborty Abhik5、豊田 徹士6

、新名 阿津子7、廣瀬 亘8、堀内 悠9、松原 典孝3

*Kuniyasu Mokudai1, Ken'ichi Kurihara2, Hiroo Inokuchi3, Makoto Kumagai4, Tohru Sakiyama3, Yusuke
Suzuki5, Abhik Chakraborty5, tetsushi toyota6, Atsuko Niina7, Wataru Hirose8, Yu Horiuchi9, Noritaka
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1.自然保護助成基金、2.北海道立博物館、3.兵庫県立大学、4.白滝ジオパーク、5.伊豆半島ジオパーク、6.お
おいた豊後大野ジオパーク、7.公立鳥取環境大学、8.北海道立地質研究所、9.おおいた姫島ジオパーク
1.Pro Natura Foundation Japan, 2.Hokkaido Museum, 3.University of Hyogo, 4.Shirataki Geopark, 5.Izu
Peninsula Geopark, 6.Oita Bungo-Ohno Geopark, 7.Tottori University of Environmental Studies,
8.Geological Survey of Hokkaido, 9.Oita Himeshima Geopark
 
「ジオパークと地域資源」は，ジオパークの理念を共有し実践をする住民，研究者，行政担当者，観光業
者，教員，政治家，ナチュラリストなどが，地域や既存の専門分野の枠を超え，現代における諸問題の解決を
はかる新たな分野の開拓を目指して，学際的に地域資源の保全と活用の有用性を自由に論ずる場として創刊さ
れたオープンアクセスの雑誌である．編集委員会は各地のジオパークで働く専門員や関連分野の研究者で構成
されている．この雑誌は，日本のジオパークに関する議論の蓄積に貢献するものである．
 

オープンアクセス、サイエンスコミュニケーション、パブリックアクセス
open access, science communication, public access
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公器としての機関リポジトリ：電子ジャーナルを用いた社会貢献への挑戦
Maintaining a repository-based e-Journal as a tool for becoming a COC
 
*鈴木 晃志郎1

*Koshiro Suzuki1

 
1.富山大学人文学部
1.Faculty of Humanities, University of Toyama
 
１．問題提起・緒言 
「転覆提案」が提唱されて20余年、インターネットの高速化とPCのハイスペック化は学術情報の電子化を加速
させた。結果、欧米のごく少数の巨大出版社が、(1)英文で、(2)幅広い分野からの原稿を募り、(3)査読を軽量
化することで大量の原稿を掲載可能にして、(4)著者から高額の出版加工料を徴収する電子ジャーナル（メガ
ジャーナル）によって利益を得るビジネスモデルを生命、自然科学を中心に確立してきた。彼らが刊行する雑
誌の多くはオープンアクセス誌であるが、同じ出版社が国際的な非オープンアクセス誌の大半も刊行してお
り、その購読料は事実上言い値の状況である。折から大学への運営交付金の縮減が続く日本で、高騰する論文
出版／購読料は研究活動に重大な影響をもたらしており、「ハゲタカ出版」と呼ばれるエセ国際誌の台頭は研
究倫理の問題をも投げかけている。この現代の「朝貢」に対しては、学際的かつ国家的な対応策がとられるべ
きである。 
しかし、オープンアクセス化は本来、より迅速で幅広い成果の共有、知的先行権の確保、出版コストの削減を
促すもののはずであり、ハーナッドが提唱していた転覆提案の骨子もまさしくそうだった。こうした問題意識
で日本の状況を鑑みると、我々には強力な電子出版インフラが整備されていることに気づく。それが1990年代
から整備の進められてきた電子アーカイビングのための「機関リポジトリ」であり、CiNiiやJAIROに代表され
る学術情報データベースである。本報告では、富山大学で2010年に創刊し、2013年に電子ジャーナル化した
『地域生活学研究』の試みを紹介する。4年目を迎えた今、運営を通じて得られた課題と展望を報告するととも
に、一地方大学に過ぎない本学が、COCの理念に立脚しつつ、電子学術出版や運営を通じていかに地域貢献を果
たし得るのかのモデルケースを提供したい。 
２．創刊の経緯・運営方法 
『地域生活学研究』は、もともと2010年に学内の競争的資金獲得の際に研究プロジェクトとして発足した研究
会を母体にしている。総合大学の強みを生かして地域に生きる人や社会の様々な課題へ多角的にアプローチす
ることを謳い、医・人文・経済・人間発達・理・芸術文化の6学部にまたがる学際的なメンバーが集ってい
た。発表者は2012年に当時の研究代表者に誘われて加わったが、同年は競争的資金の最終年度であり、代表者
の離職もあって会の活動は宙に浮いた。ちょうどこの時、いわゆるハゲタカ出版からの勧誘によって学術出版
に関心をもつようになった報告者は、機関リポジトリを活用すれば出版経費を最少化できることを思いつ
き、同プロジェクトが成果報告に用いていた年報を電子ジャーナル化する構想に賛同と協力を得て現在に至
る。 (1)機関リポジトリを使えばサーバー管理コストはゼロ、(2)文書ソフトを使えば高度な編集技能なしでも
段組でき、編集出版コストもゼロである。そこで、(3) 学会のように投稿資格を会員に限定せず、(4)紀要のよ
うに投稿者を学内限定にもせず、(5)学際的なメンバーが結集する強みを生かしてメガジャーナル同様、専門分
野も限定せず、(6)軽量査読制で査読者負担を軽減、(7)メール交換で出版日数を最少化して知的先行権に配慮
した運営が可能となった。インフラであるリポジトリは附属図書館が管轄するが、司書は事務官に近い立場で
あり研究者との接点は非常に少ない。これが、学術出版をめぐる問題に研究者の関心が低い大きな理由であ
り、反省すべき点であろう。ISSNの取得やファイル管理、論文種目別の階層化のノウハウなどは、全てリポジ
トリ担当司書との対話と連携の過程から生み出されてきた。報告では、時間の許す限りその骨子を説明した
い。 
３．現状と課題・展望 
1年目は外部から3編の寄稿があり、2編を掲載。電子出版をめぐる問題に定見のある杉田氏を招いて巻頭言を執
筆頂いた。2年目は学外から2編の寄稿があったが、うち一報は富山中心市街で植栽活動をしている一般人
（NPO代表）の寄稿であり、地域の声を拾うことのできる学術誌としての優れた潜在性が示された。本誌は宣伝
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活動を一切していないため、3年目になると寄稿も減少したが、顕在化途上の（太陽光パネルがもたらす）景観
紛争の当事者に、それぞれの立場から誌上で公開討論をしていただくことで、紛争の尖鋭化を未然に防ごうと
する特集号を企画、反響を得た。4年目の現在は、この問題の解決に向けてさらなる特集を企画している。この
ように本誌は、無償でアウトリーチに取り組める一方、査読者選定の難しさ、リポジトリの構造上の問題
や、論文の質に関する問題など課題も多い。報告ではそれらにも言及する。知的生産の無償化は知的アウト
プットの質の低下を招き、知的生産への敬意を喪失させるリスクもある。しかし適切に運用されれば、大学は
雑多な投稿に対して適切な「質の判定（qualify）」をする機関として、新たな社会的役割を担うものと信じ
る。
 

地域生活学研究、COC、電子ジャーナル
JIRCL: Journal for Interdisciplinary Research on Community Life, Center Of Community,
e-Journal
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研究者のアウトリーチ活動はなぜ報われないか？
Why do professional scientists not obtain good evaluation for their outreach activities ?
 
*植木 岳雪1

*Takeyuki Ueki1

 
1.千葉科学大学危機管理学部
1.Faculty of Risk and Crisis Management, Chiba Institute of Science
 
科学研究の成果の社会還元のために，研究者のアウトリーチの必要性が言われて久しい．アウトリーチ活動に
対する個人の向き不向きはさておき，研究者が一般市民や児童・生徒に対して講演，実験，野外観察会，サイ
エンスカフェなどのアウトリーチ活動を行うことについては，現在，ほとんどの研究者は意義を認めているだ
ろう．それに反して，研究者がアウトリーチ活動をしても多くの場合は評価されず，少数の研究者にアウト
リーチ活動が集中しているように見える． その原因は，研究者のアウトリーチ活動の評価軸が定まっていない
ためと思われる．研究者は論文（場合によっては特許も）の数，質で評価されるが，アウトリーチ活動は論文
になりにくいのである．研究者のアウトリーチ活動の充実のためには，アウトリーチ活動を論文化できるス
キームが必要であり，ここではアウトリーチジャーナルを提案する．それは，学校教育の各教科・科目，生涯
学習，野外教育，科学コミュニケーション，防災・安全，ジオパーク，自然保護など，多様な分野で行われて
いるアウトリーチ活動を横断的にすべて包含するものである．
 

アウトリーチ、評価、ジャーナル
Outreach, Evaluation, Journal
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